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 はじめに 
 
 一 最高人民法院の改革と「挙証責任」 
 


























不利益を負う」との実務の改革に理論的な裏づけを与えようとし、民事訴訟法 64 条 1 項に
おける「証拠を提出する責任」を、日本で言われる証拠提出責任や挙証責任又は証明責任
の用語の概念を借りて解釈しようとした。このことは、法律用語の混乱を引き起こした。



























 事件処理負担の増加をきっかけに、20 世紀 80 年代半ばから、最高人民法院が裁判官の事
件処理負担を減らそうとし、「法院は証拠を全面的に収集する」という訴訟資料収集の方法
を「当事者に証拠を提出させる」方法に変える改革を行った。当事者に証拠を提出させる
















































        第一章 「挙証責任」制度改革の必要性 
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 全国的に第一審民事事件の受件数は、1979 年に 38 万 9943 件；1980 年に 56 万 5679 件；
1981 年に 67 万 3926 件；1982 年に 77 万 8941 件；1983 年に 75 万 6436 件；1984 年 83 万 8307
件；1985 年 84 万 6391 件；1986 年に 98 万 9409 件；1987 年に 121 万 3219 件；1988 年に 145
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 第一審経済的事件の新受件数は、1983 年に 4万 4080 件；1984 年に 8万 5796 件；1985 年
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法」、「人民法院組織法」だった26。しかし、1966 年から 1976 年まで”公安・検察・法院 ”
をたたきつぶせというスローガンを示す文革大革命が行われ27、法律虚無主義のもとですべ
ての司法制度が否定された。 
 1978 年の 11 期 3 中全会の直後、法律を整備しようという機運が高まり、立法作業は、人
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     第二章 中国における「挙証責任」の歴史的展開 
 
 
    第一節 民事訴訟法（試行）における「証拠を提出する責任」 

























                                            
64 例えば、伊東乾は、『弁論主義』（学陽書房 1975 年）などにおいて挙証責任の用語を用い
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66 例えば、村上博巳は、『証明責任の研究』（有斐閣 1975 年）などにおいて、春日偉知郎は、
『民事証拠法研究』（有斐閣 1991 年）などにおいて証明責任の用語を用いた。 
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 民事訴訟法（試行）は、伝統的な裁判方式のいわゆる 16 字の、たとえば「調停を重んじ
る」などの原則を継承するため、法院調停に対して詳しく規定する。試行は、人民法院が、
できる限り調停を行わなければならない、調停によって合意に達しなかった場合裁判を行
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56 条 2 項の規定するとおり、法院は職権で証拠を収集する権利と義務がある92。56 条 1 項
における当事者の「証拠を提出する責任」も、実際に当事者の権利と義務である93。本規定
は、速やかに事実を明らかにするため、当事者の協力を得て、それが積極的に証拠を提出
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97 王亜新 前掲注 10 頁。 
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110 兼子一「立証責任」『民事法研究』第三巻 129 頁。 
111 ローゼンベルク（倉田卓二訳） 前掲注 19－22 頁。 


















 １、民事訴訟法（試行）56 条の規定 
 
 民事訴訟法（試行）に証拠編があり、そのなかには当事者の証拠提出に関する条文も存
在した。その 56 条 1 項は、「当事者は、自ら提出する主張について、証拠を提出する責任
を有する」と規定し、56 条 2 条は、「人民法院は法廷手続に従って証拠を全面的に収集し調
査しなければならない」と規定していた。これらの規定は、「挙証責任」に関する規定とさ
れた。すなわち、56 条 1 項は、当事者の「挙証責任」に関する規定であり、56 条 2 項は法
院の「挙証責任」を規定するものと解釈された114。これに対して、上記の解釈は、法院が
国家の裁判権を行使する公的機関であるという点を見誤っていると反論し、当事者だけが
「挙証責任」を負うべきであり、56 条 2 項は法院の職務上の権限を規定するものであると




 ２、56 条 1 項には弁論主義における証拠提出責任の意味は存在しない 
 
                                            
113 李浩 前掲注 20 頁。 
114 田平安 論文「论民事诉讼中证明责任」『政治と法律』（1985 年）6 期 33 頁以下。 
115 柴发邦『民事诉讼法学』法律出版社（1986 年）220 頁。 
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118 田中信行「中国民事訴訟法の制定意義と特徴」『アジア経済旬報』1241 号（1982 年）12
頁。 
119 黄耀祖 論文「诉讼证明的客观性－与肖胜喜同志商洽」『政治与法律』（1985 年）期 40
頁。 
120 1979 年中国刑事訴訟法 31 条。 













 ３、56 条 1 項に客観的挙証責任の意味が存在しない 
 









 ４、56 条 1 項における「証拠を提出する責任」の性質 
 





                                            
122 刘家兴「我国民事诉讼证据制度的主要特点」『法学研究』（1986 年）3 期 61 頁。 
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127 松本博之『日本人事訴訟法』（第二版）（2007 年）63 頁によれば、法条文に書かれてい
ないが、人事訴訟のような職権探知主義を適用する訴訟手続でも、当事者が証拠を提出す
ることが望ましいであり、当事者に事案解明のための協力義務があるという。 
128 杨荣新等编『民事诉讼法参考资料』中央广播电视大学出版社（1986 年）528－529 頁。 
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           第二節 「挙証責任」制度の改革 
  
 一、実務における「挙証責任」制度改革の試み  
         
 １、初期改革の規模 
 














                                            







131 韦华仁 徐仰俊「广西高级法院推广梧州经验― 改革审判工作提高办案效率质量」『法
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134 同上注 
135 李广忠 马喜军 同上。 
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141 馬愛萍 前掲注 21 頁。 

































                                                                                                                                
されない。 
144 王汉斌（全国人民代表大会副委員長、全国人民代表大会法律工作委員会主任委員）が 1991
年 4 月 2 日第 7回人民代表大会 4次会議における発言「「中华人民共和国民事訴訟法 （試
行）」の修正草案に関する説明」『最高人民法院公报』（1991 年）13 期 524 頁。 
145 本稿における民事訴訟法関連条文の訳は、『中華人民共和国六法』（11・2）1197 頁以降
を参照した。 





































                                            
147 江伟「新民事诉讼法的重大突破」『法学评论』（1991 年）3 期 3 頁。 
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号 25 頁。 






























                                            
156 1998 年 6 月 19 日最高人民法院審判委員会第 995 次会議採択 1998 年 7 月 6 日公布、1998
年 7 月 11 日施行。 
157 1998 年「裁判方式改革に関する規定」1条。 
158 同上 2条。 
159 同上 5条の 4。 
160 同上 6条。 
161 田中信行 前掲『中国の司法改革に立ちはだかる厚い壁』（2007 年）61 巻 4 号 24 頁。 
162 俞子清「依法治国是历史的必然」『上海人大月刊』（1999 年）4 期 33 頁以下。 
163 中央文献研究室编『十一届三中全会以来党的历次代表大会重要文件选编』中央文献出版

































                                            
164  祝明山「关于「人民法院五年改革纲要」的说明」『最高人民法院公报』（1999 年）6 期
191 頁。 
165 王利明『司法改革研究』法律出版社（2001 年）170 頁以下。 
166 金 光旭「中国における司法改革の動向－人民法院の改革を中心に」『ジュリスト』1288
号（2005 年）4 の 15 の 128 頁。 








   
 五、民事証拠制度に対する解釈の背景  



















                                            
168 同上の 10 条。 
169 同上の 16 条。 
170 2001 年 12 月 6 日最高人民法院審判委員会第 1201 次会議に採択され、2001 年 12 月 21
日公布、2002 年 4 月 1 日から最高人民法院の「民事訴訟証拠に関する若干の規定」が施行
された。 
171 徳田和幸＝田原睦夫＝田邊 誠＝中西 正＝山本克巳＝笠井正俊 編「現代民事司法の
諸相」『中国民事訴訟の審理構造についての一考察』（2005 年）271 頁。 
172 最高人民法院副院長曹建明が「最高人民法院の民事訴訟証拠に関する若干の規定」を公
布する報道会における発言（2001 年 12 月 30 日）最高人民法院民事一庭『民事诉讼证据司























 六、「民事証拠規定」176における「挙証責任」制度  






 （１）1991 年制定の民事訴訟法 64 条の「当事者は自ら提出する主張について証拠を提出
                                            
173 最高人民法院民事法廷の責任者が民事訴訟証拠の解釈についての記者会見における発
言同上 26 頁。 
174 最高人民法院民事法廷の責任者が民事訴訟証拠の解釈についての記者会見における発
言同上 26－27 頁。 
175 最高人民法院民事法廷の責任者が民事訴訟証拠の解釈についての記者会見における発

































                                            
177  最高人民法院副院長曹建明が「最高人民法院の民事訴訟証拠に関する若干の規定」を
公布する報道会における発言同上 19 頁。 
178 「民事証拠規定」第 2条 1 項。 







































                                            
182 最高人民法院民事第一裁判廷が「民事訴訟証拠に関する若干の規定」を起草した説明 
同上 37 頁。 

















収集権能を弱めて、現段階の民事裁判方式改革の要求に応じるため、64 条 2 項の「人民法
院が事件を審理するに当たって、必要と認める証拠」を一歩明確化し、具体化しなければ
ならないと最高人民法院によって提唱された。188











                                            
184 金光旭 前掲注 128 頁。 
185 中国民事訴訟法 64 条 2 項。 
186 梁书文主编『民事诉讼法适用意见新释』（最高人民法院司法解释理解与适用）中国法制
出版社（2001 年）129 頁。 
187 1992 年「最高人民法院有关『民事诉讼法』适用意见」73条。 
188  最高人民法院民事法廷の責任者が民事訴訟証拠の解釈についての記者会見における発
言 最高人民法院民事一廷 前掲注 29 頁。 






























                                            
190 民事訴訟法 125 条。 
191 「最高人民法院『民事诉讼法』适用に関する意见」76条。 
192 最高人民法院民事第一裁判廷が「民事訴訟証拠に関する若干の規定」を起草した説明
（2001 年 12 月 2 日）『民事诉讼证据司法解释及相关法律规定』人民法院出版社（2002 年）
43 頁。 
193「民事証拠規定」33 条 1 項。 
194 同上 33 条 2 項。 
195 同上 33 条 3 項。 
196 同上 34 条 1 項。 


































                                            
198 同上 34 条 3 項。 
199 同上 35 条 1 項。 
200 同上 35 条 2 項。 
201 同上 36 条。 
 48
 一、「挙証責任」分配の一般原則  
          
 中国民事訴訟における「挙証責任」分配の一般原則に対して様々な議論がある。 
 













 これに対して、以下のような批判がある。民事訴訟法 64 条 1 項の規定では「挙証責任」
分配を解決することができない。例えば、損害賠償訴訟において、原告は被告の過失につ






が民事訴訟法 64 条 1 項に依拠した結果、原告の主張を認めながら、被告の主張についても
認めるという自己矛盾する判決を下したケースがあるという。206  
  
 ２、「民事証拠規定」2条 1項を「挙証責任」分配一般原則とする見解 
 
 64 条 1 項の規定は不明確で実用的ではないため、最高人民法院は 2002 年の「民事証拠規
                                            
202 常怡『民事诉讼法学』政法大学出版社（1994 年）166 頁。 
203 中国民事訴訟における「反駁」には否認と抗弁の両方の意味が含まれる。 
204 王怀安『中国民事诉讼法教程』人民法院出版社（1992 年）156 頁。 
205 李浩『民事举证责任研究』政法大学出版社（1993 年）134 頁。 
206 居桐 論文「民事诉讼举证责任的关键是什么 ― 一起民事案件引起的思考」『消费导刊』
（2005 年）15 期 139 頁。 
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 まず、「民事証拠規定」2 条 1 項は、同条 2 項の「当事者の事実主張を証明するに証拠が
なく、又は証拠が不足する場合には、「挙証責任」を負う当事者が不利な効果を負う」とい
う解釈につながっている。つまり、不利益結果を負うのが 2 条 1 項において「証拠を提出
する責任」を負う当事者である。 





 最後に、「民事証拠規定」2 条 1 項には証拠提出責任と客観的挙証責任の両方の意味が含
まれる。当事者の責任の重点は「証明」することであり、「証拠提出」することではない。
当事者は証明しなければならないから証拠を提出しなければならない。 
 しかし、「民事証拠規定」2 条 1 項は挙証責任分配の一般原則にはならないという批判も
強い。「民事証拠規定」2条 1項は、民事訴訟法 64 条 1 項に対する解釈として、その枠を超











                                            
207 李国光 前掲注 33 頁。 








































                                            
211 张卫平『民事证据制度研究』清华大学出版社（2004 年）262－263 頁。 
212 薛冰「论我国民事诉讼举证责任的分配制度」『南方论刊』（2008 年）7 月 32 頁。 







































































 最高人民法院は「民事証拠規定」5 条 3 項において、「代理権に対する紛争は、代理権を
                                            
214 梁书文編『「关于民事诉讼证据的若干规定」新释解』（2006 年）131 頁。 
215 松本博之『証明責任の分配』信山社（1991 年）40 頁以下。 


































                                            
217梁书文 前掲注 167 頁。 
218 毕玉谦主编『「最高人民法院关于民事诉讼证据的若干规定」解释与适用』中国民主与法
制出版社（2002 年）23 頁。 




























































 （１）「『民事訴訟法』の適用に係る若干の問題に関する最高人民法院の意見」74 条 




                                            
220 梁书文 前掲注 168－169 頁。 
221 刘振辉「论举证责任倒置适用的范围」丁巧仁编『民事诉讼证据制度若干问题研究』人民
法院出版社（2004 年）15 頁。  
222 郜军「对举证责任倒置的基点法律思考」同上『民事诉讼证据制度若干问题研究』人民法
院出版社（2004 年）71 頁。  
223 陈继元「民事诉讼中举证责任倒置问题研究」同上『民事诉讼证据制度若干问题研究』人
民法院出版社（2004 年）80 頁。 
224 张卫东「民事诉讼中举证责任倒置问题研究」同上『民事诉讼证据制度若干问题研究』人
民法院出版社（2004 年）86 頁。 
225 高橋宏志『重点講義民事訴訟法』（新版）有斐閣（2000 年）478 頁。 
226 程春华「举证责任分配、举证责任倒置与举证责任转移——以民事诉讼为考察范围」『現





227 。つまり、74 条を「挙証責任」転換の解釈としたのである。 














 （２）「民事証拠規定」4条  











                                            
227 梁书文『最高人民法院司法解释理解与适用——民事诉讼法适用意见新释』中国法制出版
社（1992 年）132 頁。 




































 四、裁判官の裁量による「挙証責任」分配          
 
                                            
231张卫平 前掲『民事证据制度研究』 251 頁以下。 
  梁书文 前掲『「关于民事诉讼证据的若干规定」新释解』89 頁以下。 
  李国光 前掲『最高人民法院关于「民事诉讼证据的若干规定」的理解与适用』54 頁以下。 

































                                            
233 肖建华『民事证据法理念与实践』法律出版社（2005 年）166 頁。 
234 彭惠英「法官分配证明责任的实证性思考」『法制与社会』（2008 年 5 期上）128 頁。 
235 常淑静 韩玲「举证责任分配自由裁量规则在民事诉讼中的适用」『山东审判』（2009 年）
总 1期 78 頁。 
236 陈晓瑛 许颖越「司法裁量在民事诉讼证明责任分配中的适用」『法制与社会』（2009 年）




































                                            
237 同上 128 頁。 
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     第一節 環境汚染による損害賠償訴訟における「挙証責任」 
 
 全国法院の環境汚染による損害賠償訴訟の受理件数は 2007 年において 1200 件であった
















                                            
238 吕忠梅『环境法新视野』中国政法大学出版社（2000 年）286 頁。  
239 作者不明「从环境污染损害赔偿看举证责任分配」『农林技术』（2009 年）2 期 44 頁。 










 Ｙ（被告、上訴人）は自分の家を浴室にし銭湯を経営した。2003 年 9 月 19 日、Ｙが経営
する紫東と名づける当該浴室が瀝青炭を燃やして環境を汚染していると告発された。滁州
環境保護局が現場において監督管理を行い、無煙炭を使うように促した。Ｙは 2003 年 10



















                                            
242 傅剑清「论我国诉讼证据制度改革对环境民事诉讼的影响」『当代法学』（2003 年）1 期 78
頁。 
243 柳冰安（徽省滁州市中级人民法院）「陈仁霞诉尹红霞环境污染损害赔偿案（举证责任、
受害人损害的计算）」『人民法院案例选』（民事专辑 2005 年）290 頁以下。 













余計な掃除の負担をかけた。以上の点から、「民事訴訟法」153 条 1 項 3号248、「民法通則」


















                                            
246 中国民事訴訟は二審終審制を採用している。 
247 柳冰 前掲注『人民法院案例选』292 頁以下。 




































    
 １、事案の概要 
 
 Ｙ（被告、上訴人）は、北京市朝陽区丝竹园団地 8号棟 5－302 号室の所有者である。Ｘ
（原告、被上訴人）は、当該棟の 5－402 に住んでいる。Ｙは、2003 年 6 月から 7月にかけ
てその 302 号室の内装を行うため、塗料を用いた。Ｘは、Ｙの内装塗料が揮発した臭いに
よって、7月 28 日から 8月 26 日にかけて頭痛および眩暈やだるさを起こし北京大学第三病
院に 4回通った。当該病院によって「有機溶剤に接触した反応」であると診断された。 
 Ｘは 2003 年 7 月 20 日、Ｙは家の内装を行い、強烈な塗料の臭いを揮発させため、本人
                                            
251 胡健勇（北京市第二中级人民法院）「张文建诉郭国强人身损害赔偿（证明责任的分配）」
『人民法院案例选』（民事专辑 2005 年）560 頁。 
 65
は頭痛および眩暈とだるさを起こし、病院による診断で塗料溶剤の揮発物による症状であ
ることを知ったという理由で、Ｙを起訴し、2005 元の医療費（2696．74 元のうち 691 元は
Ｘの所属する機関が清算した）の賠償と精神的損害 1000 元の賠償を求めた。 




























                                            






































 これに対して、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号は加害者に、免責事由および損害結果と加
害行為との間に因果関係が存在しないことについて「挙証責任」を負わせる。本規定は、
被害者に何の「挙証責任」も負わせる必要がないことを意味しない。従って、本案の被上
                                            









訴させたことは誤判である。これは、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号における挙証責任分配






 １、事案の概要  
  
 2004 年 7 月 18 日、Ｙ（被告、上訴人）食品有限会社の排出した汚水がＸの養殖池を汚染
したことによって、Ｘの養殖している魚と蝦が大量に死亡した。Ｙは、死んだ魚と蝦を低
価格で売ることによって発生した通常の販売価額との差額を賠償することを認めた。その
当日、Ｘは死んだ魚と蝦を一斤 2元の価額で 666．6 斤売り出した。2004 年 8 月 5日、Ｘは
蚌埠市環境監視センターに 500 元の監視測定費を支払い、養殖池の汚染状態に対する監視
測定を求めた。その結果、養殖池のアンモニアと窒素が基準を超えていることが判明した。












                                            
256 谭福英（徽省蚌埠市龍子湖区人民法院）「陆开文诉蚌埠市园味园食品有限公司环境污染
损害赔偿案」『人民法院案例选』（2006 年总第 57 辑）179 頁以下。 
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だ結果について責任を負わなければならない。「民法通則」106 条 2 項、124 条、134 条 7 項



























                                            
257 谭福英 同上『人民法院案例选』180 頁以下。 














 2002 年 3 月 20 日、Ｘ（原告、上訴人）は新沂市港頭鎮戴沟村民委員会と請負契約を締結
し、ＸがＡ川の堰の側に位置する排水溝を養殖池にすることを約束した。Ｘの養殖地はＹ
製紙会社の南側に位置する。Ｙ（被告、被上訴人）工場は 2004 年 4 月中旬から生産し始め、
その廃水が指定された通りの場所へ排出される。Ｙの廃水がパイプを通してその東南側に
位置するＢ川に流される。この廃水パイプの排水口がＸの養殖地より 1500 メートル離れて





額認定センターは、Ｘの提供した資料に基づいて損失価額が 113,900 元であると認定した。 
 2004年 6月 29日、ＸはＹ工場を起訴し、Ｙの汚染によって113,900元の損害を受け、1,000









                                            
259 谭福英 同上『人民法院案例选』183－184 頁。 
260 葛文（江苏省徐州市中级人民法院）「孙大年诉新沂市通力氨基酸厂环境污染损害赔偿纠



























































 五、環境汚染損害賠償訴訟における「挙証責任」に対する検討  
  
 以上、四件の環境汚染による損害訴訟の事例を挙げた。四件とも終審を経て、一審と終
審合わせた 8回の裁判がなされた。8回の裁判のうち 4回は被害者を敗訴させ、他の 4回は
被害者を勝訴させた。これらの事件における被害者の勝負を基準に、古い順に並べると第
一節に挙げた事件において、2003 年第一審敗訴、2004 年終審勝訴；第二節に挙げた事件に
おいて、2004 年一審勝訴、2004 年終審敗訴；第三節に挙げた事件において、2005 年一審勝
訴、2005 年終審勝訴；第四節に挙げた事件において、2005 年第一審敗訴、2006 年終審敗訴。
第一審と終審の結果が一致しないのが 2 件あり、一致しているのが 2 件ある。一審と終審
とともに勝訴させたのが 1件あり、ともに敗訴させたのが 1件ある。 









































                                            
261 隋彭生『中法网司法考试名师铺导课堂笔记  民法』世界知识出版社（2006 年）560 頁。 



































                                            
263 王胜明『中华人民共和国侵权行为法解读』中国法制出版社（2010 年）325－326 頁。 



































                                            
265 山口和男「建築構造に伴う日照通風の紛争」『日本法学』32 巻 1 号 149 頁。 
266 山口和男 同上 215 頁。 
267 山口和男 同上 213 頁。 
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268 村上博巳「公害訴訟における証明責任」『判例タイムズ』326 号 14 頁。 
269 牛山積「公害訴訟と因果関係論」『法律時報』40 巻 10 号 18 頁。 
270 沢井 裕『公害の私法的研究』一粒社（1968 年）223－224 頁。 


















責事由に対して証明していない限り敗訴する。この結果は、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号
に規定される「挙証責任」分配と一緒である。 









解釈している。「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号は、被告となっている加害者の「挙証責任」
をいっそう明確かつ具体化するため、損害事実と加害行為との間に因果関係が存在せず、
免責事由に対する「挙証責任」が加害者にあると解釈したわけである。 
 「民事訴訟法適用意見」74 条と「民事証拠規定」4 条が、被害者救済のことを考えてい
るかどうかは別に、被害者の「挙証責任」の負担を軽減しようとしている目的ははっきり
している。「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号を適用するに前提条件があるとすれば、それは被
害者が損害事実を主張するに当たって廃棄物（煙塵、臭気、廃液）が自分のところに到達
                                            
272 平井宜雄『損害賠償法理論』（1971 年）東京大学出版社 500 頁。 














汚染環境防止法」86 条、それに 2010 年 7 月 1 日から施行された「侵権責任法」66 条は、
それぞれ環境汚染訴訟において、損害結果と汚染行為との間の因果関係について汚染者が
「挙証責任」を負うと明確にした。これは、「民事証拠規定」4 条 1 項 3 号を立法化したこ
とになり、今後実務における被害者救済は期待できるだろう。 
 












                                            
274 王胜明 前掲注 325 頁。 
275 中国高级法官培训中心＝中国人民大学法学院「中国审判判例要览」中国人民大学法学院
出版社（1994 年综合版）807-809 頁。 
276 本稿において挙げた湯沸かし器事件のほかもある。 
277 著名な粉ミルク事件。 
278 郭颖华「产品侵权案件举证责任的研析」『三江论坛』（2008 年）5 期。 








     日本三菱ジープ損害賠償訴訟における「挙証責任」 
                
 １、事案の概要281
  























                                            
280 陈芳浅「论产品质量侵权诉讼中的举证责任分配」『现代经济信息』338 頁。 
281 「陈梅金林德鑫诉日本三菱汽车工业株式会社损害赔偿纠纷案」『最高人民法院公報』（2001
年）2 期 59 頁以下。 
 81
Ｙとの間に必然的な因果関係が存在しない。ＸらにＺの死亡を理由に損害賠償を求める事
実的根拠と法的依拠がない。「民法通則」106 条 2 項を参照にしてＸらの訴訟請求を棄却す






































Ｙが挙証不能の責任を負うためＸの主張を認める。民事訴訟法 153 条 1 項 2号に参照し、（1）
原審法院の判決を取り消す。（2）ＹにＺの喪葬費、Ｘらの交通費、宿泊費、鑑定費、Ｚが
扶養義務を負う者の生活費と教育費の合計 496,901.9 元をＸらに賠償するように命じた。 
 
 二、「民事証拠規定」が公布された後の事例（１）282
    コカコーラによる損害賠償事件における「挙証責任」 
        
 １、事案の概要 
  
 1999 年 8 月から 9月 30 にかけて、Ｘら（原告、被上訴人）が 3回もＹ（被告、上訴人）
会社の製造したコカコーラ、ファンタなどの飲料合計 3 箱購入し、夫婦二人と子供二人の
四人で飲んでいた。相当瓶の飲料を飲んだあとそのうちの一本のファンタオレンジジュウ
ースの瓶にストローが入っていることを発見した。このためＸが不安で 10 月 14 日に、Ａ
病院で健康検査を受けたところ、二人の子供がＢ型肝炎ＨＢＶウイルスに感染されたこと
が判明した。Ｘは子供が肝炎に感染されたのがＹのコカコーラ、ファンタ等を飲んだこと
が原因であると考え、Ｙ会社に損害賠償を求めたが、拒否された。それで 2000 年 7 月 24















                                            
282 鮑栄振「立証責任の分配の相違により逆転が演じられたコカコーラ製造物責任訴訟事



















 Ｘの使ったガス湯沸かし器は 1997 年 11 月 9 日に購入した、Ｙ会社製造のものであった。











あると言っている。Ｘの入院治療費は 35,460.92 元かかった。その後、Ｙは 2 回に分けて
合計 15,000 元をＸの治療費として払った。 
 2004 年 6 月 21 日、ＸはＢ大学の医学鑑定センターに鑑定を依頼したところ、高温による
火傷のキズは平らではないため、肢体の運動に悪影響を与え、Ｘの身体障害レベルは７に
該当するという鑑定報告がなされた。 
                                            
283 魏巍（广东省中级人民法院）「黄小玲诉中山华帝燃具股份有限公司人身损害赔偿纠纷案」





 ２、一審の判決要旨（広東省広州市東山区人民法院 2004 東法民一初字第 1436 号判決 2005







ないと考えているからである。「民法通則」106 条 2 項、119 条、134 条 7 項、「最高人法院
の人身損害賠償事件を審理する際の法律適用に関する若干問題に対する解釈」17条、19 条、
22 条、24 条、25 条の規定に参照し、（1）ＹがＸに 58,925．44 元（医療費 35,460．92 元、
交通費115元、入院中の食費750元、身体障害賠償費71,904元、鑑定費235元、合計108,464．




















                                            






 「民事訴訟法」153 条 1 項 2 号、3 号の規定に参照し、原審法院の判決の（2）を取り消
し、（1）を変更して、ＹがＸに医療費 35,460．92 元、交通費 115 元、入院中の食費 750 元、
身体障害賠償金 71,904 元、医学鑑定費 235 元、介護費 780 元、欠勤給料 459 元、栄養補充























                                            
285 李文隆「由一起摩托车质量纠纷案想到的」『中国质量技术监督』（2009 年）6 期 32 頁。 
286 栗津光世「中国における自動車ＰＬ5例－欠陥の立証責任、懲罰賠償、準拠法を中心と
して－」『中国法令』（2005 年）10 月 3 頁。 
287 村上幸隆「中国の製造物責任訴訟における証明責任」『中国法令』（2007 年）11 月 3 頁。 


































                                            





290 村上幸隆 前掲注 4頁。 





































                                            


































                                            
293 村上幸隆 前掲注 2頁。 
294 左丹＝田柯＝ 朱宏＝ 耿仁文＝ 李雪芬「从一起医疗纠纷赔偿谈缺陷产品」『中华医院管
理杂志』（2005 年）5 期 332 頁。 
295 暁 琢也「中国市場における製品事故リスク」『中国法令』（2008 年）8 月 34 頁。 































                                            




部（1988 年）6 月 7 日判決（レモネード・ビン爆発事件判決）を中心にして」『ＮＢＬ』446
号の 13 頁。 
300 浜上則雄「製造物責任における証明問題（三）」『判例タイムズ』312 号（1974 年）2頁。 

















結果との間に因果関係が存在することは事実上推定される。「民事証拠規定」4 条 1 項 6 号











 製造物責任訴訟では、「主張した者が挙証する」という民事訴訟法 64 条の規定があるに
もかかわらず、被害者は自らの主張を充分に立証しなくても敗訴の危険がない、裁判官に
「挙証責任」に関する知識もないという考え方305や欠陥と因果関係に対する「挙証責任」
                                            
302 陈芳「浅论产品质量侵权诉讼中的举证责任分配」『现代经济信息』338頁。 
303 村上幸隆 前掲 5頁。 
304 全国人民代表大会法制工作委员会经济法室 ＝国家技术监督局政策法规司「 产品质量法
适用指南」民主法制出版社（1994 年）106 頁。 
305 柳陽「中国の製造物責任訴訟における立証活動をめぐる現状と課題」『国際商事法務』











     第三節 医療過誤による損害賠償訴訟における「挙証責任」 
 
 医療過誤による損害賠償訴訟は増えて社会全体に注目されている。2007 年 11,000 件であ








に正式的に立法化され、2010 年 7 月 1日から施行されることになった310。 








                                            
306 鮑栄振 前掲注 23 頁。 
307 「侵権責任法」41 条には「製品の欠陥により人に損害をもたらした場合、製造者は権利
侵害責任を負わなければならない」と規定されている。 
308 王胜明 前掲注 10 頁。 
309 王国征「医疗侵权证明责任的价值取向－兼评我国「侵权责任法（草案）」（二次审议稿）
58 条」『政法论丛』（2009 年）10 期 71 頁。 






 Ｘら（原告、上訴人）の母親であるＡは、1997 年 7 月 30 日、出産のためにＹ（被告、上
訴人）病院に入院した。8月 1日Ｘ１を出産した。8月 4日、ＸはＹから 400 ミリの血液の
輸血を受け、その後退院した。Ａに輸血したのがＹの採血規則違反による血液であって、
この件についてＹはＢ市衛生局の処罰を受けた。1999 年 4 月 16 日、ＡはＣエイズ検査測定
センターによってエイズに感染されたと診断され、1999 年 5 月 16 日Ａはエイズによって死
















ない。「民法通則」119 条、「民事証拠規定」4条 1項 8号などの規定に基づいて、ＹがＸら
に慰謝料等合計 362,042.55 元を賠償するように命じた。 
 ＹとＸら共に上訴した。 
 



















 本件は「民事証拠規定」が公布施行される前に受理した事件である。原審法院は 2001 年
10 月 15 日に一回判決下したが、終審法院に差し戻された。差し戻された事件を再審理中、






















                                            
312 王琼书＝刘幼英＝陈大军「医疗纠纷诉讼不适用于审判的简易程序」『中华医院管理杂志』






 2001 年 8 月 3 日、Ｘら（原告、上訴人）母子五人の家族（夫、父親）Ａは「胸部および
背中の痛みが半月続けた」ということでＹ（被告、被上訴人）病院にかかった。ＣＴとＭ
ＲＩなどによる検査で主動脈腫瘤と診断され、手術を行うことになった。手術前の準備段
階において、手術忌避症状がなかったので、2001 年 10 月 10 日腫瘤を切除し、人工血管置
き換え手術を行った。手術後当日の 19 時 40 分にＹはＡをＩＧＵ病室に移した。手術中に
4000 ミリの出血し、重度低血容量によるショックを起こし、重度貧血、代謝性酸中毒、低
カリウム高ナトリウム血症、呼吸循環衰弱を起こし 2001 年 10 月 11 日 12 時死亡した。翌
日、ＸらはＢ検死センターに対してＡの検死を依頼した結果、手術による動脈硬化、貧血






険から出た部分を除くと、16,737.74 元である。2004 年 6 月 21 日、ＸらはＹに対して訴訟
を起こし、Ａの医療費等合計 361,043．75 元の損害賠償を請求した。 
 





務院の「医療事故処理条例」49 条 1 項314、15 条315の規定に参照して、ＹはＸらに対して
16,764.8 元の賠償をするように命じた。 
                                            
313 余峰（云南省昆明市中级人民法院）「范田英、范玉芬、 范玉仙、 范玉华、 范松林诉昆
明医学院第一附属医院医疗事故损害赔偿纠纷案」『人民法院案例选』（2006 年 4期）（总 58
辑）134 頁以下。 










 ３、終審法院の判決要旨（雲南省昆明市中級人民法院（2004）昆民三終字第 614 号判決） 
 





責任を負わなければならない。「民事訴訟法」153 条 1 項 2号、3号および 107 条、「医療事
故書処理条例」34 条316、49 条317、50 条318の規定に参照し、（1）一審判決と取り消す。（2）























317 「医療事故処理条例」49 条 1 項は前掲注、2項の規定は「医療事故に属さない場合には、
医療機構は、賠償責任を引き受けない」である。 
318 「医療事故処理条例」50 条は、医療事故損害賠償額の計算する規定である。 
319 魏术（广东省东莞市中级人民法院）「周征文诉东莞市长安医院医疗损害赔偿纠纷案」『人








開傷が裂けたのでＹはこれに対応できず、2004 年 7 月 31 日ＸをＢ病院に移させた。ＸはＢ




















ことを考慮しＸに 15,000 元の補償をするという意思表示を支持する。「民事訴訟法」64 条、
128 条、「医療事故処理条例」2条、32049 条 2 項に基づいて、ＹはＸに 15,000 元を補償する。

























訴訟法」153 条 1 項 2 号 158 条の規定に基づいて、原審法院の判決を取り消す。ＹはＸに

















                                            
321 张天智「白联军与泸州医学院附属医院因医疗事故以外的原因引起的医疗纠纷损害赔偿





































                                            


























                                            
323 李国光 前掲注。 




巻 2 期 107 頁。 
326 刘虹「医疗纠纷困扰医院」『健康报』（2002 年）3－11（1）227 頁によると、326 病院が
支出した医療過誤損害賠償金額合計は、6,000 万元を上回るという。 
327 张忠汉「论医疗纠纷中的举证责任倒置」『现代医疗管理』2004 年 2 期。陈国明「伦侵权
纠纷案件的举证责任」『西南政法大学学报』（2006 年）5 期。杨中伟＝谢猛「论医疗侵权诉
讼中举证责任倒置规则」『医学与哲学』（2007 年）6 期。胡晓翔「医疗侵权诉讼举证责任倒
置若干问题评议」『医学与哲学』（2002 年）10 期。 
328 （20 世紀 70 年から 21 世紀の今年までの関する論文の例としては）春日偉知郎「医療過









 （４）ドイツにおける BGH 1969 年 4 月 11 日判決、BGH  1970 年 11 月 10 日判決、BGH 


















                                                                                                                                
て医療事故の損害の公平な分担がなされるであろうか？」『法学ゼミナー』（1976 年）9 月
30 頁以下。バウムゲルテル ブイツトマント（木川統一郎＋吉野正三郎 翻訳）『ドイツ医
療過誤訴訟の証明責任分配について』「判例タイムズ」（1980 年）420 号の 9 頁以下。石川 
明「医療過誤訴訟における証明責任の転換－ZPO282 条－」『判例タイムズ』（1984 年 1.1）
510 号の 86 頁以下。新城純子「医療過失訴訟における「過失」の証明責任－ドイツの判例
を中心として－」『筑波法政』（1998 年）24 号 317 頁以下。安井英俊「現代型訴訟における
「一応の推定」の機能について」『同志社法学』59 巻 3 号（2007 年）279 頁以下。 
329 中野貞一郎「過失の「一応の推定」について」『過失の推定』弘文同（1978 年）1 頁。 
330 春日偉知郎「表現証明」『判例タイムズ』（1987 年）686 号 34 頁。 
331 末川博「一応の推定と自由な心証－不法行為における故意過失の挙証責任について－」
『法学論叢』（1927 年）17 巻 1 号 15 頁。藤原弘道「一応の推定と証明責任の転換」新堂幸
司編『講座民事訴訟法⑤』（1983 年）139 頁。 
332 前掲注 春日偉知郎『医療過誤訴訟における証明責任－ドイツの判例とその周辺－』
（1975 年）75 頁。 
 101
れない。 
 事例（3）終審法院判決は、鑑定の結論と食い違い生じた面で、西ドイツの BGH 1968 年







う疑問の余地が存在している。東京地判 1967 年 6 月 7日判決（病院造影剤動脈注射事件の


















                                            
333  春日偉一郎 同上 78 頁。 
334 淡路剛久「医療過誤と因果関係」『法律のひろば』23 巻 5 号。加藤一郎『注釈民法（19）』
151 頁。「医療裁判における証明責任」『ジュリスト』548 号 308 頁。鈴木「医療過誤訴訟上
の諸問題」『法律論叢』41 巻 4 号。野田「医療訴訟」『実務民事訴訟法』（10）287 頁。 
335 中野貞一郎「証明責任の転換（一）－医療訴訟における因果関係の証明をめぐって－」
『判例タイムズ』342 号（1977 年）2 頁。 
336 『判例タイムズ』1294 号 70 頁、『判例時報』2039 号 12 頁などに載っている。 
337 宮本幸裕「医療訴訟における過失と因果関係－被害者は何を証明すればよいのか」『判
例時報』82 巻 4 号 122 頁。 



















けられたのが「民事証拠規定」4 条 1 項 8 号である。「民事証拠規定」は証拠制度として裁
判において、過失責任原則を過失推定に変える効果をもたらすが、実体法の責任原則を変
えるものではない。むしろ、「侵権行為法」は医療訴訟について無過失責任を定めたら、「民












                                            
339 王国征 前掲注 74 頁。 
340 王胜明 前掲注 270 頁。 
341 「侵権行為法」55 条。 
342 同法 57 条。 





































































                                            
344 白迎春 論文「论中国民事诉讼模式——以中日比较为视角」『太平洋学报』（2009 年）7
期 34 頁以下参照。 
345唐力「民事诉讼构造研究」中国法律出版社（2006 年）2 頁。 

































                                            
347 小林秀之『アメリカ民事訴訟法』昭和 60 年（1985 年）101 頁。 
348 伊東 乾『弁論主義』学陽書房（1975 年）33 頁。 
349 梶村太市＝徳田和幸編『家事事件手続法』（第二版）有斐閣（2007 年）167 頁。 
350 制限された処分権主義を採用する。 
351 松本博之『人事訴訟法』（第二版）弘文堂（2006 年）58 頁。 






























                                            
353 鈴木正裕が中野貞一郎等編『民事訴訟法講義』（補訂版）有斐閣（1980 年）217 頁など
においてこの解釈をする；上田徹一郎『民事訴訟法』(第 5 版第一刷)法学書院（2007 年）
316 頁；このほか山本和彦もこの解釈を用いる。 
354 松本博之 前掲注 61－62 頁。 
355 東京家庭裁判所「東京家庭裁判所における人事訴訟事件実務の運用について」『ジュリ
スト』1301 号（2005 年）39 頁以下。 
356 松本博之 前掲注 62 頁。 
357 上田徹一郎『民事訴訟法』(第 5 版第一刷)法学書院（2007 年）313 頁。 
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 ある学者は民事訴訟法（試行）56 条 1 項の「当事者は自ら提出した主張について証拠を
提出する責任を有する」という規定を主張責任および証拠提出責任の意味を含むと解釈し
ていることについて筆者が賛成できないとすでに述べたとおり、56 条 1 項から継承された
現行民事訴訟法 64 条 1 項における同内容の規定にも主張責任の意味が含まれないことにな
る。64 条 1 項は当事者間の証拠提出責任の分配を指しているように考えられることに対し
て、弁論主義の第一テーゼから導き出される当事者の主張責任は、法院と当事者間の役割











に関する規定は、日本民事訴法において 1948 年に削除されたが、261 条は職権による補充
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証拠を収集することを法院が引き受けていた。このため、「民事訴訟法」（試行）56 条 1 項
において規定される当事者の証拠を提出する責任は、全く不問に付された。 
 審理期限が切れた未済事件が増える一方の状況のもとで、最高人民法院は裁判官の職権






民事訴訟法（試行）56 条 1 項における「証拠提出責任」の性質の問題が問われた。他方、
最高人民法院は当事者に証拠を提出させる改革を行うに当たって、「挙証難」の問題が起こ
った。これらの問題について、第二章において検討した。  



















































































それほど激しくない。64 条 1 項およびそれに対する解釈の何れかが挙証責任分配の一般原
則になるという主張は通説的であるが、それに対する理解が様々であるため、それぞれの
主張する一般原則の内容が異なる。 
 民事訴訟法 64 条 1 項が挙証責任分配の一般原則であるという主張を批判する一つの理由


















挙証責任を負う」という表現からみると、64 条 1 項における「当事者」というのが原告だ
けを指しているように思われる。つまり当時の「主張した者が挙証する」という原則は、「原
告が挙証する」という意味であろう。だが、2002 年の「民事証拠規定」2 条 1 項における




責任を有する。つまり、民事訴訟法 64 条 1 項とそれに対する「民事証拠規定」2 条 1 項の
解釈は中国民事訴訟における挙証責任分配の一般原則である。 
 三、「挙証責任」制度の改革によって、中国民事訴訟「挙証責任」制度は大分整ってきた
































































86 条、それに 2010 年 7 月 1 日から施行された「侵権責任法」66 条は、それぞれ環境汚染
訴訟において、損害結果と汚染行為との間の因果関係について汚染者が挙証責任を負うと




「製品品質法」41 条 1 項によると、（1）製品に欠陥があること、（2）人身又は欠陥製品以
外の財産での損害の発生、（3）損害と製品の欠陥との間に因果関係が存在することが証明
対象になる。「主張した者が挙証する」という挙証責任分配の一般原則によれば被害者は以
上の三つの要件に対して挙証責任を負う。しかし、「製品品質法」41 条 2 項によると、製品
を流通に投入したときに、損害を惹起した欠陥が存在しなかったことは製造者の免責事由






































る。「民事証拠規定」4 条 1 項 6 号に基づいて、製造者は欠陥が存在しないことを含む（製















































られたのが「民事証拠規定」4 条 1 項 8 号である。「民事証拠規定」は証拠制度として裁判
において、過失責任原則を過失推定に変える効果をもたらすが、実体法の責任原則を変え
るものではない。むしろ、「侵権行為法」は医療訴訟について無過失責任を定めたら、「民























定である。民事訴訟法 64 条 2 項の規定がある限り、法院は審理に必要であると認める事実
や証拠に対して当事者は自白したにもかかわらずそれを職権で調べることができるため、
弁論主義の特徴をなす自白ではないだろう。このような職権証拠収集調べは実務において
もよく見られる。 
 職権探知主義と弁論主義の結合モデルであるという主張もなされ、その理由は、法院の
職権証拠収集調べを認めながら当事者の弁論権を認めているからである。しかし、弁論権
は弁論主義と異なるものであり、職権探知主義のもとでも当事者の弁論権が認められるべ
きである。 
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 中国民事訴訟は職権探知原則を採用し、法院に真実発見の義務があるが、当事者にも証
拠を提出する事実上の必要があるはずである。このような事実上の証拠を提出する必要は、
法的意義を有する責任又は負担ではない。当事者自身が証拠を申し出なければならないと
いうことを証拠提出責任の基準とするならば、弁論主義においては証拠提出責任が認めら
れ、職権探知主義においては証拠提出責任が認められない。しかし、法院の職権証拠収集
の範囲が縮小されることによって、当事者は、自己の利益のために「証拠を提出する」必
要性が高まり、法院にできる限り証拠を提出しなければならない。このことは当事者の「負
担」のように思われる。中国民事訴訟における「証拠を提出する責任」は、「挙証責任」の
事前作用である。 
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